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③今後の小規模企業基本的施策の柱を定める （第１４条～第２１条） 

①「成長発展」のみならず、「事業の持続的発展」を積極的に評価することを 
 基本原則として位置づける（第３条） 

②政策の継続性・一貫性を担保するための基本計画（５年間）を政府が策定 
  （第１３条） 

１．顧客との関係：信頼関係を活かし多様な需要を掘り起こす（第１４条、第１５条） 
  ・ 消費の成熟化・国際的な価格競争の中で、顔の見える関係を活かしたニッチな需要の開拓を推進する。 
 

２．事業者自身のあり方：多様な「個」の能力を活かす（第１６条、第１７条） 
  ・ 労働力人口の減少の中で、多様な個人の力を活かすよう人材の確保・育成を進める。 
 

３．地域との関係：連携を強化し地域を活性化する（第１８条、第１９条） 
  ・ 人口減少、地域の活力の減退の中で、地域活性化に資する事業を推進する。 
 
 

４．総力をあげた支援体制を構築する（第２０条、第２１条） 
  ・ ３３４万の小規模事業者に施策を届けるため、国の関係省庁、地方公共団体、支援機関等の適切な 
   役割分担・連携を定める。 
  ・ 施策の活用を促進するため、手続きを簡素化・合理化する。 

小規模企業振興基本法の概要 
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平成２７年度の中小企業・小規模事業者政策 
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○2015年は、円安によるエネルギーコスト高などの影響を受ける中小企業・小規模事業者に対する 
  支援を講ずるとともに、小規模事業者施策の抜本的強化や、地域経済の活性化に取り組む 

Ⅰ. 被災地の復旧・復興 

Ⅱ. 円安による原材料・エネルギーコスト高などへの対応 

Ⅳ. 地域の中小企業・小規模事業者の活性化 

Ⅴ. 小規模事業者支援策の強化 

Ⅲ. 中小企業・小規模事業者のイノベーション推進 

Ⅵ. 創業・事業承継の促進 
※詳しい情報は、中小企業庁ホームページや中小企業庁が委託して運営する支援    
 ポータルサイト「ミラサポ」の施策マップでご覧いただけます。 
 （URL : https://www.mirasapo.jp/） 

ミラサポ 検索 



中小企業・小規模事業者の支援体制 

 
・2014年6月に全国４７都道府県に設置。関係機関とも連携したワンストップの相談窓口 

よろず支援拠点 
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○中小企業・小規模事業者が相談先に困ることのないよう、ワンストップの相談窓口「よろず 
 支援拠点」やポータルサイト「ミラサポ」を設置 

中小企業・小規模事業者

よろず支援拠点

商工会・商工会議所・中央会

適切な機関
につなぐ

相
談

支
援

大企業、企業ＯＢ、大学 等

相談
・総合的・先進的

なアドバイス
・支援チームを

編成しての支援 支援チームに参画

国、自治体等
（支援施策の活用等）

専門分野に特化した
中小企業支援組織

資金繰り
販路開拓
海外展開
経営改善
現場改善 など

地域金融機関、税理士等



イベント 
キャンペーン関連 

メールマガジン 

おすすめサービス 

分かりやすい解説 
【知ってもらう／ 
 使ってもらう】 
•補助金の検索・申請 
•専門家の無料派遣 
•サポートツール 
•コミュニティ（SNS) 
•マニュアル整備 
•事例紹介など 

【知ってもらう】 
•施策情報の一元提供 
•専門家コラム 
•掲示板 

【知ってもらう】 
•「補助金虎の巻」では、
活用事例や申請のポ
イントを分かりやすく
解説 

【知ってもらう】 
•おすすめニュース 
（メルマガ会員数： 37,944 ） 

「ミラサポ」閲覧画面 

○ミラサポは、施策情報等をタイムリーに、分かりやすく、適切な形でお伝え。中小企業・小規模事業者、 
    支援機関の役に立つコンテンツを充実 
（ミラサポ会員数：60,860 、メルマガ会員数39,358 2014年12月31日現在） 

27年度概算要求に施策ごと
に担当者が動画で説明 
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○ミラサポ上に「施策マップ」を設置 
○施策マップは、国・都道府県・市区町村の施策を目的や分野等に応じて、検索でき、かつ、比較・一覧でき 
   るシステム（12省庁、941自治体の中小企業施策が登録されている） 
○自分が必要とする施策を、国・都道府県・市区町村を問わず、迅速かつ効率的に探すことが可能 

分
野
、
エ
リ
ア
、
目
的
、
対
象
者
、

支
援
内
容
・支
援
規
模
・・・・ 

施策名（○○補助金、××補助金・・・） 

国
・都
道
府
県
・市
区
町
村 

創業・起業 研究開発、商品・サービス開発 販路開拓 海外展開 設備投資 雇用・人材 経営支援 経営改善・再生

国 地域需要創造型等起業・創業促進補助金 ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援
補助金

販売力強化支援モデル事業 事業計画策定支援事業 次世代型熱利用設備導入緊急対策事業 高年齢者雇用安定助成金 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。創業事
業費（店舗等借入費、人件費等）、販路開拓費（マーケ
ティング調査費、広報費等）など起業・創業に必要な経費
を補助します。創業補助金は、電子エントリー対象の補
助金です。

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

海外進出を目指す中小企業に対し、事業計画を策定す
る際の実現可能性調査（Ｆ/Ｓ調査）の支援を行います。
対象者は海外展開を目指す中小企業、および中小企業
のグループで、かかった費用の2/3まで、最大120万円を
補助します。

これまで未利用であった低温廃熱を回収・有効利用でき
る革新的な設備の導入補助を行うことで、企業の設備購
入需要を拡大させるとともに、量産効果によって当該設
備の価格低下を目指します。

生涯現役社会の実現に向けた環境の整備に対応するた
め、高年齢者の雇用環境の整備や労働移動の受け入れ
を行う事業主に対して助成し、高年齢者の雇用の安定を
図ることを目的としています。

下請中小企業グループが、メンバー相互の経営資源を
活用して行う、自立化に向けた取組みを支援することで、
下請中小企業の振興と経営の安定を目指します。最大
2,000万円（補助率2/3）を補助します。

下請中小企業グループが、メンバー相互の経営資源を
活用して行う、自立化に向けた取組みを支援することで、
下請中小企業の振興と経営の安定を目指します。最大
2,000万円（補助率2/3）を補助します。

地域中小企業イノベーション創出補助事業 中小企業技術革新挑戦支援事業 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 JAPANブランド育成支援事業 商店街まちづくり事業 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用
開発助成金）

小規模事業者活性化事業 小規模事業者活性化事業

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。以下の要件を満たす方・・・補助事業終了後2年以内
に事業化に結びつく実証研究であること。中小企業と大
学等による産学連携体制で取り組む実証研究であるこ
と。

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

下請中小企業・小規模事業者の新分野の需要開拓への
取組を支援することで、取引先の多様化を図り、下請中
小企業・小規模事業者の振興と経営の安定を目指しま
す。最大500万円（補助率2/3）を補助します。

複数の中小企業等が連携して、優れた素材や技術等を
活かし、その魅力をさらに高め、世界に通用するブランド
力の確立を目指す取組みに要する経費の一部を補助す
ることにより、地域中小企業の海外販路の拡大を図りま
す。

地域住民の安心・安全な生活環境を守るため、商店街で
取り組む街路灯や防犯カメラ等の施設・設備等の費用を
支援します。かかった費用の2/3まで補助します。（平成
26年2月15日まで）

高年齢者や障害者等の就職困難者をハローワーク等の
紹介により、継続して雇用する労働者（雇用保険の一般
被保険者）として雇い入れる事業主に対して、賃金相当
額の一部が助成されます。

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

女性起業家ネットワーク形成促進事業補助金 地域力活用市場獲得等支援事業（新商品・新サー
ビスの開発支援事業）

販売力強化支援モデル事業 中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 中小製造業設備投資等助成 トライアル雇用奨励金 経営支援補助金 経営支援補助金

女性起業家・女性経営者等が自主的に交流会・勉強会
を行う際に補助金を交付します。経費は施設等賃借料、
講師謝金、印刷製本費、消耗品費、通信運搬費及び広
報費とし、報告書提出までに支出が確認できるものに限
ります。以下の書類を経営・創業支援課に持参で提出し
て下さい。先着順（※）とさせていただき、書面審査の上、
決定します。※当該事業の予算枠に達した時点で終了と
します。

地域経済の活性化と消費税率引き上げに向けた企業力
アップのために、地域の活性化につながる新商品・新
サービスの開発に対して補助を行います。かかった費用
の2/3を補助します。

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

中小企業（サービス業）の海外進出支援のため、現地で
中核となって働く人材の育成を支援します。受入研修：海
外子会社等から日本に現地人材を招聘し研修する際に
必要な日本への渡航費、滞在費および研修にかかる費
用の補助を行います。

この助成制度では、工場の新築・増築や高効率な生産
設備の導入はもとより、ＬＥＤ照明、空調設備、デマンド
監視装置等を助成対象に含め、節電や省エネに結びつ
く機器の導入を推進します

業経験、技能、知識等から安定的な就職が困難な求職
者について、ハローワーク等の紹介により、一定期間試
行雇用した場合に助成する制度。本奨励金は、次の1の
対象労働者を2の条件によって雇い入れた場合に受給す
ることができます。

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

地域需要創造型等起業・創業促進補助金 新事業活動・農商工連携等促進支援事業補助金
（新連携）

中小企業・小規模事業者海外人材対策事業 商店街まちづくり事業 キャリア形成促進助成金 経営支援補助金

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。創業事
業費（店舗等借入費、人件費等）、販路開拓費（マーケ
ティング調査費、広報費等）など起業・創業に必要な経費
を補助します。
創業補助金は、電子エントリー対応。起業・創業に必要
な経費の2/3を補助します。補助上限額は200万円です

異分野の中小企業者が連携し、互いに経営資源（技術・
販路等）を活用して、新事業活動（新商品・新サービスの
開発等）を行うことにより、新たな事業分野の開拓を図
る。

外国人留学生に対する職場実習（インターンシップ）、及
び中小企業とのマッチング、人材育成・定着までの一体
的な取組支援等を通じた、中小企業のグローバル人材
の確保を支援すること。（外国人留学生対象）

地域住民の安心・安全な生活環境を守るため、商店街で
取り組む街路灯や防犯カメラ等の施設・設備等の費用を
支援します。かかった費用の2/3まで補助します。（平成
26年2月15日まで）

この助成金は、労働者のキャリア形成を効果的に促進す
るため、職業訓練などを段階的かつ体系的に実施する
事業主に対して助成する制度です。具体的には、従業員
に対して行う職業能力開発に関する計画を行った企業に
支給する

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援
補助金

事業計画策定支援事業 中小製造業設備投資等助成 高年齢者雇用安定助成金

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

海外進出を目指す中小企業に対し、事業計画を策定す
る際の実現可能性調査（Ｆ/Ｓ調査）の支援を行います。
対象者は海外展開を目指す中小企業、および中小企業
のグループで、かかった費用の2/3まで、最大120万円を
補助します。

この助成制度では、工場の新築・増築や高効率な生産
設備の導入はもとより、ＬＥＤ照明、空調設備、デマンド
監視装置等を助成対象に含め、節電や省エネに結びつ
く機器の導入を推進します

生涯現役社会の実現に向けた環境の整備に対応するた
め、高年齢者の雇用環境の整備や労働移動の受け入れ
を行う事業主に対して助成し、高年齢者の雇用の安定を
図ることを目的としています。

中小企業技術革新挑戦支援事業 JAPANブランド育成支援事業 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用
開発助成金）

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

複数の中小企業等が連携して、優れた素材や技術等を
活かし、その魅力をさらに高め、世界に通用するブランド
力の確立を目指す取組みに要する経費の一部を補助す
ることにより、地域中小企業の海外販路の拡大を図りま
す。

高年齢者や障害者等の就職困難者をハローワーク等の
紹介により、継続して雇用する労働者（雇用保険の一般
被保険者）として雇い入れる事業主に対して、賃金相当
額の一部が助成されます。

都道府県 神奈川県 地域中小企業イノベーション創出補助事業 地域力活用市場獲得等支援事業（新商品・新サー
ビスの開発支援事業）

販売力強化支援モデル事業 中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 次世代型熱利用設備導入緊急対策事業 トライアル雇用奨励金 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 経営支援補助金

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。（かかった費用の2/3を上限に補助します。）

地域経済の活性化と消費税率引き上げに向けた企業力
アップのために、地域の活性化につながる新商品・新
サービスの開発に対して補助を行います。かかった費用
の2/3を補助します。

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

中小企業（サービス業）の海外進出支援のため、現地で
中核となって働く人材の育成を支援します。受入研修：海
外子会社等から日本に現地人材を招聘し研修する際に
必要な日本への渡航費、滞在費および研修にかかる費
用の補助を行います。

これまで未利用であった低温廃熱を回収・有効利用でき
る革新的な設備の導入補助を行うことで、企業の設備購
入需要を拡大させるとともに、量産効果によって当該設
備の価格低下を目指します。

業経験、技能、知識等から安定的な就職が困難な求職
者について、ハローワーク等の紹介により、一定期間試
行雇用した場合に助成する制度。本奨励金は、次の1の
対象労働者を2の条件によって雇い入れた場合に受給す
ることができます。

下請中小企業グループが、メンバー相互の経営資源を
活用して行う、自立化に向けた取組みを支援することで、
下請中小企業の振興と経営の安定を目指します。最大
2,000万円（補助率2/3）を補助します。

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

女性起業家ネットワーク形成促進事業補助金 戦略的基盤技術高度化支援事業 中小企業・小規模事業者海外人材対策事業 商店街まちづくり事業 キャリア形成促進助成金 小規模事業者活性化事業

女性起業家・女性経営者等が自主的に交流会・勉強会
を行う際に補助金を交付します。  経費は施設等賃借
料、講師謝金、印刷製本費、消耗品費、通信運搬費及び
広報費とし、報告書提出までに支出が確認できるものに
限ります。

特定ものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、切削加工、めっき
など）の高度化につながる研究開発から試作までの取組
を支援します。研究開発から試作までの取組を行う際に
国から委託金を受け取れます。

外国人留学生に対する職場実習（インターンシップ）、及
び中小企業とのマッチング、人材育成・定着までの一体
的な取組支援等を通じた、中小企業のグローバル人材
の確保を支援すること。（外国人留学生対象）

地域住民の安心・安全な生活環境を守るため、商店街で
取り組む街路灯や防犯カメラ等の施設・設備等の費用を
支援します。かかった費用の2/3まで補助します。（平成
26年2月15日まで）

この助成金は、労働者のキャリア形成を効果的に促進す
るため、職業訓練などを段階的かつ体系的に実施する
事業主に対して助成する制度です。具体的には、従業員
に対して行う職業能力開発に関する計画を行った企業に
支給する

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

地域需要創造型等起業・創業促進補助金 新事業活動・農商工連携等促進支援事業補助金
（新連携）

中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 中小製造業設備投資等助成 キャリア形成促進助成金

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。補助金
申請に詳細は各自治体の窓口までお問い合わせくださ
い。

異分野の中小企業者が連携し、互いに経営資源（技術・
販路等）を活用して、新事業活動（新商品・新サービスの
開発等）を行うことにより、新たな事業分野の開拓を図
る。

中小企業（サービス業）の海外進出支援のため、現地で
中核となって働く人材の育成を支援します。受入研修：海
外子会社等から日本に現地人材を招聘し研修する際に
必要な日本への渡航費、滞在費および研修にかかる費
用の補助を行います。

この助成制度では、工場の新築・増築や高効率な生産
設備の導入はもとより、ＬＥＤ照明、空調設備、デマンド
監視装置等を助成対象に含め、節電や省エネに結びつ
く機器の導入を推進します

この助成金は、労働者のキャリア形成を効果的に促進す
るため、職業訓練などを段階的かつ体系的に実施する
事業主に対して助成する制度です。具体的には、従業員
に対して行う職業能力開発に関する計画を行った企業に
支給する

地域中小企業イノベーション創出補助事業 中小企業・小規模事業者海外人材対策事業 中小企業・小規模事業者人材対策事業

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。（かかった費用の2/3を上限に補助します。）

外国人留学生に対する職場実習（インターンシップ）、及
び中小企業とのマッチング、人材育成・定着までの一体
的な取組支援等を通じた、中小企業のグローバル人材
の確保を支援すること。（外国人留学生対象）

中小企業・小規模事業者と学生の顔が見える関係作り
からマッチング、人材育成・定着までを大学等と連携して
支援する実施事業団体を支援します。1機関当たり最大
5,000万円まで補助します。

市区町村 鎌倉市 地域需要創造型等起業・創業促進補助金 新事業活動・農商工連携等促進支援事業補助金
（新連携）

下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 共同海外現地進出支援事業 中小企業・小規模事業者人材対策事業 小規模事業者活性化事業

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。補助金
申請に詳細は各自治体の窓口までお問い合わせくださ
い。

異分野の中小企業者が連携し、互いに経営資源（技術・
販路等）を活用して、新事業活動（新商品・新サービスの
開発等）を行うことにより、新たな事業分野の開拓を図
る。

下請中小企業・小規模事業者の新分野の需要開拓への
取組を支援することで、取引先の多様化を図り、下請中
小企業・小規模事業者の振興と経営の安定を目指しま
す。最大500万円（補助率2/3）を補助します。

単独では海外現地進出が困難な中小企業者が共同グ
ループを形成することにより、リスク・コストを低減し、幅
広い顧客ニーズに対応した形での海外進出の取組を支
援します。

育児等で退職し、再就職を希望する女性などと、優秀な
人材がほしい中小企業・小規模事業者をつなぎ、実習を
通じた就労支援から入社後の定着までを支援します。実
習生に日額最大7,000円を助成します

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

地域中小企業イノベーション創出補助事業 販売力強化支援モデル事業 経営支援補助金

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。（かかった費用の2/3を上限に補助します。）

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

「起業・創業」「研究開発／商品・サービス開発」・・・など分野別に選択 

国の施策 
 

都道府県の施策 
 

市区町村の施策 
 

国、都道府県、市区町村
レベルで、分野別の施策
を一覧できる 

施策の検索結果を、 
互いに比較できる 

比較画面 

一覧画面 
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地域経済分析システムについて 

産業マップ 

自治体比較マップ 

○人口減少や過疎化が進展し、疲弊する地域経済を活性化していくためには、地方自治体が、地域の実態を正確に把握して 
 将来の姿を客観的に予測し、その上で、地域の実情に応じた政策を立案し、実行していくことが不可欠。 
 

○このため、国が、地域経済に係わる様々なビッグデータ（企業間取引、人の流れ、人口動態等）を収集し、かつ、わかりやす 
 く「見える化（可視化）」するシステム（地域経済分析システム）を構築することで、地方自治体の地域産業政策や地域活性 
 化政策の立案を支援。 

【機能】民間調査会社が有する膨大な企業間取引データ等を「見える化（可視化）」することで、地域経済におけ
る産業構造や企業間取引の実態を空間的かつ時系列的に把握できる。 

 

【運用】国や地方自治体による地域産業政策や地域活性化政策の立案に活用できる。 

人口マップ 

【機能】観光地等における人の流れを「見える化」する。その際、細かいメッシュ単位で、１時間単位で、滞在人
口（集積度合い）を把握することができる。 

 

【運用】地方自治体による個別の観光政策立案や自治体間での広域観光連携の促進等に活用できる。 
観光マップ 

【機能】市区町村、都道府県単位で、人口推移、人口ピラミッド、人口移動、人口減少の要因（出生・死亡、転入・
転出）について把握。また、年齢３区分別に将来の人口についても把握できる。 

 

【運用】地方自治体が過去・現在・将来の人口予測・分析に基づいて、戦略を策定することに役立つ。 

【機能】市区町村、都道府県単位で、様々な指標を比較可能。また、ランキングで自地域が全国でどの位置にい
るかを把握。 

 

【運用】中小企業支援の目標設定や効果把握が可能。また、国・県・市の企業向け施策を一覧できる施策マップ
（中小企業に関する情報を発信するポータルサイト「ミラサポ」上に開設）を併せて参照することで、ランキン
グ上位の自治体の施策を参照し、自地域の施策策定に役立てることができる。 

＊地域経済分析システムは「産業マップ」「人口マップ」「観光マップ」「自治体比較マップ」「市場分析マップ」「金融マップ」「レジリエンスマップ」の７つのマップからなる。以下では代表例として「産業マップ」、
「人口マップ」、「観光マップ」、「自治体比較マップ」について概説。 
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